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 １．緒　言

　釘着梁が曲げモーメントを受ける場合，層間すべりを生ずるため，接着梁とは異なった変形

挙動を示す。これまで，釘着梁の曲げ変形に関する研究は多くなされており，例えば菱田 1)ら

は等価一体梁仮定による法で，辻井 2)は釘着部有効配置理論による法で，Goodman 3)，沢田 4)は

釘拘束による軸方向力を考慮する法で解を得ている。なお，これらの研究は初期剛性に関する

線形解析である。一方，非線形解析については Tremblay 5)によるすべり係数の非線形性を考慮

した場合，さらに部材の圧縮強さ，引張り強さまで考慮に入れた小泉6，7，8)らによる曲げ耐力解

析法があげられる。

　ところで、Kawai 9，10)により開発された剛体ばねモデル（RBSM）は，クラックやすべりな

どの不連続性を伴う問題にも，比較的，容易に対応できる。それ故，本研究では，この手法を

釘着梁に適用し増分理論 11) も併用して，その弾塑性解析を行い，梁が破壊するまでの最大荷

重を求めることを試みた。

 ２．解析方法

　図１は釘着梁を有限個の矩形要素でモデル化した一部を示すものであり， は梁の軸方向に

垂直な境界面上のばね要素を， は部材（個材）間の境界面上，釘着部におけるばね要素を示す。

2.1　ばね要素剛性方程式

　2.1.1　材軸方向ばね要素の剛性方程式

　RBSM においては，隣接する２要素境界面に設定したばねを通して力が伝わるものと考える。

本報告では，梁の軸方向ばねには，梁の曲げに関するばねを設定した。すなわち，ばね要素

に関する剛性方程式は次のよう与えられる12)。

　ここに，
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 図１　矩形要素でモデル化された釘着梁（一部）
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　2.1.2　釘着部ばね要素の剛性方程式

　部材間の境界面上，釘着部におけるバネ要素 には，釘による軸力ばね KN とせん断ばね

KS を設定した。この場合のばね要素の剛性方程式を求めるために，まず図２に示すような部

材座標系（ ，Ý）おける２つの矩形要素 ， を考える。要素境界面における垂直方向の相

対変位を än ，同じく接線方向の相対変位を äs とすれば次式が成立する。

　ここに，N，Sは表面力（ばねに働く力），KN，KS は境界面の軸力ばね定数，せん断ばね定

数を示す。

　さて，これら２つのばねに貯えられる歪エネルギーは

 図２　部材座標系における矩形要素
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　ここで，相対変位 äは重心の剛体変位を用いて次のように表される。

　したがって，式（4）を式（3）に代入すると，歪エネルギーは以下のように表される。

　よって，式（5）に Castigliano の定理を適用すると，次のような剛性方程式が得られる。

　ところで，式（6）は局所座標系のものであるので，これを全体座標系の剛性方程式で表すと，

以下のようになる。

　

　ところで，図１の境界面 は，図２において の場合であるから（á：全体座標系の 

軸と局所座標系の 軸とのなす角度），結局次のような剛性方程式が得られる。

　ここに，

　　　



175 ２層釘着梁の弾塑性曲げ解析

　ここに，ばね定数 KN，KS は釘接合の場合，式（2）から

で与えることができる。

　ところで，支点上または荷重点下にある釘着部の部材間境界層では，反力または外力を伝え

る必要があるので，軸力ばねには面内変形のばね定数13)を用いた。すなわちその部分の剛性マ

トリックスには，式（9）の Kj を式（10）の に置き換えたものを用いた。

　なお解析に際し，ラミナそのものも材背方向に分割しており，その境界面のバネ要素には，

面内変形問題に関する剛性方程式を用いた13)。

2.2　釘のせん断荷重―すべり特性

　釘着梁の非線形曲げ解析を行うためには，釘のせん断荷重―すべり特性を何らかの形で押え

ておく必要がある。そこで本研究では，次式で与えられる指数回帰式 14，15)を用いた。

　ここに，P：釘一本当たりのせん断荷重 (Kg)，ä：相対すべり (mm)

　なお，後述の実験では釘着梁に CN90釘を用いており A，B，Cは次のようになる。

　また，釘の引抜き係数には，小西16)による推定値を用いたが，これの非線形性は考慮しな 

かった。

2.3　破壊条件

　釘着梁を構成している個々の部材において，軸方向に働く力は，中立軸を境に圧縮力と引張
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力になる。そこで次のような破壊条件式を仮定した。

　2.3.1　部材の軸圧縮側

　部材の圧縮側、任意の軸方向ばね要素 mに対して，既往の研究17)を参考に，次式のような

曲げモーメントと軸圧縮力に関する２次式を仮定した。

　ここに，

　ばねの受け持つ力が式（12）に達すると，ばねはすべりを発生し，その後はこの破壊条件を

満足しながら，表面力が変化する。本報告では，荷重増分法を適用しているので，このような

現象を表現するための構成式を，山田 18)の方法で求めると次式のようになる。

　ここに，

　　　

　2.3.2　部材の軸引張側

　部材の引張側，任意の軸方向ばね要素 nに対して，次の条件式を仮定した。

　沢田 19)によれば，曲げを受ける梁は，最初，圧縮側の破壊により降伏し，最終的には，引っ

張り外皮応力が，引張り強さに達したとき破壊する。本計算も以上の考え方に基づき，釘着梁

の弾塑性曲げ過程を，圧縮破壊ばねの蓄積と，弾性引張破壊ばねの組合せによりモデル化した。

解析において引張ばねの破壊は，弾性引張破壊を仮定しており，ばね強さの分布も考慮してい

ない（ばね強さはすべて一定）。これらの仮定によれば，最初に引張ばねが破壊するのは，ス

パン中央最下部のそれとなる。一旦，このばねが破壊すると，一律の純弾性ばねを仮定してい

るので，引張ばねの破壊が中立軸に向かって次々と連続的に起こり，そのまま終局耐力につな
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がると思われる。それ故，スパン中央最下部のばねが引張破壊した時点で，梁は破壊したとみ

なした。

　なお，釘着梁のせん断破壊，荷重点，支点部の局部圧縮破壊は考慮していない。

　2.3.3　塑性モーメント，塑性軸圧縮力，塑性軸引張力

　塑性軸圧縮力：ラミナの縦圧縮強さに，矩形要素の断面積を乗じた値とした。塑性軸引張 

力：ラミナの縦引張強さに，矩形要素の断面積を乗じた値とした。塑性モーメント：矩形要素

内部に生ずる引張外皮応力が引張り強さに達した時，要素横断面に分布する垂直応力から求め

られる曲げモーメント20)とした。

　なお，部材（木材）の圧縮強さ ，引張り強さは は ， 21)とし，ヤング

係数 Eから求めた。

2.4　最小荷重増分率

　本研究では前述したように，山田18)による荷重増分法を適用している。この方法は各荷重段

階で，ばねを１つ１つ降伏させ，それに必要な荷重を自動的に決定するものである。

　2.4.1　部材の軸圧縮側

　前回までの軸圧縮力と曲げモーメントをそれぞれ Nc，Mとし，今回の荷重増分における軸

圧縮力増分と曲げモーメント増分を ÄNc，ÄMとすれば，荷重増分率 rは次式から求めること

が出来る。

　2.4.2　部材の軸引張側

　式（16）において，ÄNc，Nc をそれぞれ，軸引張力増分 ÄNt，軸引張力 Nt で置き換えるこ

とにより，式（15）から rが求められる。以上のようにして得られる rを，降伏を起こしてい

ない全てのばねにおいて計算し，その中の最小のものを最小荷重増分率 とし，今回の荷重

増分率とする。

 ３．既往の実験による検証ならびに考察

　筆者らの１人小泉6，7，8)は２層釘着梁の曲げ耐力について理論的研究を行い，実験による検証

を行っているので，それらを通して本解析法の妥当性を検証した。

3.1　実験方法

　試験体は図３に示すような２層釘着梁であり，両端単純支持条件のもとで，スパン中央集中

荷重を与えている。スパンは 1600mmで，釘着位置は支点上を第１釘着点とし，半スパンを



178 辻野哲司・平井卓郎・小泉章夫

等間隔に分割して配置した形をとっている。

　従って，半スパン当たりの釘着位置数（: m）が４の場合は、釘間隔（: a）は 200mmとなる。

表１は試験体の材質特性と釘着位置数，釘列数を示すものである。

3.2　計算結果

　計算に際し，最大荷重に対する要素数の影響を調べてみた。前述したように，軸方向ばねに

は梁の曲げに関する方程式を用いていることから，材背方向の分割幅は，最小でも 5～ 6mm

取ることにした。ところで，表１の試験体において，どの部材も材背は約 38mmであるから，

材背方向分割数を６（等分割）とした。そこで No.5の試験体を例にとり，軸方向のそれをい

くつか変えて（試験体は左右対称であるので全体の 1|4について解析），最大荷重と要素数の

関係を検討したところ，要素数 470前後で，解には大きい違いが無いことが分かった。それ故，

計算では全ての試験体において，図４に示すような要素数 482（軸方向 39分割）のモデルを

 図３　試験体の形状と荷重条件（対称性より左半分表示）

スパン：l=1600mm，bA，bB：部材幅，tB，tB：部材高さ，

m：半スパン当たりの釘位置の数，釘間隔：a=ß/(2m)，

釘列数：r=2

表１　試験体の材質特性と釘着条件

試験体 部材 比重
ヤング係数

E(t/cm2)

部材幅

b(mm)

部材高さ

t(mm)
m r

No.1
A 0.437 135.0 88.90 37.35 2 2

B 0.502 148.2 80.85 37.35 

No.2
A 0.368 119.6 88.80 37.20 4 2

B 0.421 112.8 88.85 37.90 

No.3
A 0.426 113.4 84.70 37.90 6 2

B 0.433 105.8 89.00 38.05 

No.4
A 0.442 94.2 88.85 37.90 8 2

B 0.423 92.5 89.05 37.90 

No.5
A 0.409 105.0 85.15 37.75 4 2

B 0.529 106.0 88.75 37.30 

No.6
A 0.417 108.0 83.00 36.45 4 2

B 0.426 120.0 85.25 37.75 

m：半スパン当たりの釘着位置の数，r：釘列数
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用いた。また，梁中央部，荷重点部，支点部には棒要素を入れた。

　3.2.1　荷重－撓み曲線

　試験体はすべて破壊に至らしめている。図５は例として No.5試験体の荷重－撓み曲線を示

したものである。撓みはスパン中央のものであり，図中↓の印は梁がその時点で破壊したこと

を示している。

　これより，荷重－撓み曲線，最大荷重の計算値は，実測値に比較的良く合っていると思われ 

る。

 図４　要素分割（対称性より試験体の左半分解析）

　　　　　　　　　　　　　　　　要素数：482，ばね数：899

 図５　No.5 試験体の荷重－撓み曲線

d：スパン中央の撓み，P：スパン中央集中荷重，

↓：梁の破壊点
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　3.2.2　破壊ばねの進展

　図６は No.5試験体の破壊ばねの進展状況を示すものである。最初，圧縮破壊が上部部材の

スパン中央最上部生じ，負荷の増と共にこの破壊が進展した後，下部部材のスパン中央最上部

に圧縮破壊が発生した。その後，最下部のばねが引張破壊をおこし梁は破壊した。実験では，

上下部材の圧縮側に圧縮破壊線が多く見られ、最終的に下部部材の引張破壊で梁は崩壊してお

り，本解析法におけるバネの破壊進展は，釘着梁の曲げ変形・破壊過程をモデル化していると

思われる。

 図６　No.5 試験体における破壊ばねの進展状況
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　3.2.3　最大荷重

　表２は，釘着梁の最大荷重に関する実測値，計算値8)と本計算値を示すものである。これよ

り本計算値は，既往の実測値，計算値と概略的に適合していると思われる。

 ４．結　言

　本研究では，次のような計算手法のもとで，釘着梁の弾塑性解析を行い最大荷重を求めてい

る。

１）釘着梁を有限個の矩形要素に分割後，材軸方向のバネには梁の曲げに関する剛性方程式を，

釘着部には釘のすべり係数，引抜き係数をバネ定数とする剛性方程式を用いた。

２）釘のせん断荷重－すべり曲線には指数回帰式を用いた。

３）破壊条件として，軸方向ばねに軸力と曲げモーメントに関する２次式を仮定した。

　このような解析手法のもとにおいて，荷重増分法で得られた釘着梁の荷重－撓み曲線，最大

荷重は既往の計算値，実測値と比較的良い適合性を示した。以上のことにより，釘着梁の弾塑

性曲げ解析に関する剛体ばねモデルを用いた本計算手法は，適用性があると思われる。
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